金沢大学への対抗報告
１)金沢大学報告への疑問点

１．『財源が豊かであれば、質の良いサービスを受けられる』という仮説の根拠について。

 この仮説は無理があるのでは？介護保険制度では財源は自治体が徴収し、サービスの提供は事業者が行っている。そのためにいくら財源が豊かであっても、サービスを提供する事業者の意欲がなければ、サービスの質は向上しないのではないか。

２．サービスの質とは、量的と選択性だけでよいのか？

 介護を実際に行うヘルパーの人的資質も要素になるのではないか。

３．介護保険移行後、よくなったと言われる点に、利用できるサービスの増加とあるが。

本当に増加したと言えるのか？例えば、介護保険の判定で｢自立｣｢要支援｣と判定された高齢者は、利用できるサービスが減少したといえるのではないか。

また選択性も広がったのか？

４．各自治体の負担が単純に考えれば減少している

 このように言える根拠はなにか？

５．解決策に、介護保険の財源を豊かにし、横出し・上乗せサービスを作る。

· 保険料額(基準額)を上げる。とあるが、

 金沢大学のレジュメの冒頭にある、負担が軽ければ、被保険者はサービスを受けやすいと言う所と、矛盾しているのではないか？

６．一般財源を豊かにし、一般会計で介護関連に使用するとあるが。

 具体的にはどのようにするのか？バブル時の事業の失敗などで、赤字の自治体がほとんどの上に、長期に渡る不況の状況では財源を豊かにするのは難しく、また豊かにできても介護関連に使用するとは、言えないのではないか。

  ２)龍谷大学の考え

 龍谷大学の考えとしては、サービスの質の向上と豊かな財源の確保は、現行の介護保険制度では不可能だと考えている。そこで介護保険制度を廃止して、以下のような新たな介護保障制度を作ることを提唱したい。

１．財源を税方式にする。

 所得税・法人税からなる介護目的税というものをつくる。こうすることにより財源は安定し、低所得者や滞納者問題も解決できる。

２．給付対象のサービスの増大と、対象外サービスへの拡大。

 介護保険の給付対象サービス増大のほかに、給食サービスや訪問入浴サービスなどを標準サービスとして加える。

３．介護報酬の引き上げ

 これはホームヘルパーなどの在宅福祉サービスで働く労働者の待遇改善が必要なためである。サービスの質向上には、実際に介護する者の意欲が重要なので、これは、必要だと思われる。

４．自立・要支援の高齢者への保障

 介護保険では、自立・要支援と判定されると何の給付も受けられなくなる。しかし、介護は必要なくても掃除や炊事・洗濯ができない高齢者もいるはずである。自治体が独自に保障しているところもあるが、はじめから組み込んでおくべきであろう。

５．一般財源による補填

 上記の２・３・４を行うと、介護目的税だけでは賄うことができないために一般財源(特に消費税)による補填が必要になる。

